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はじめに
　日本の農業経営の法人化は、近年大幅に増加し

ている。団体経営体のうち法人経営体は 3万 1千
経営体で、5年前に比べ 4千経営体増加した（図
表 1‒1）。この結果、団体経営体に占める法人経営
体の割合は 80.0％となった。また、法人経営体の
内訳をみると、会社法人は 2万経営体、農事組合
法人は 7千経営体となり、5年前に比べそれぞれ
3千経営体、1千経営体増加した。しかしその経
営主体は零細企業がほとんどである。そこで最近

では、意欲ある農業者が本格的な農業経営者へと

成長し、更なる経営発展を図ることが求められて

いる。

　経営の質を向上し発展するためには、経営体の

財務体質を強固にすることが求められる。会計を

導入することは、当該発展の目的に直接的な効果

を発揮する要因の 1つになりうるかもしれない。
図表 1‒2を見ると、団体経営体では 66.9％が青色
申告をすでに行っていることがわかる。しかし、

本書が対象とするクラウド会計の採用により更な

る経営革新や効率化を達成した農業経営体がどの

程度存在するかはデータとしては明らかとなって

いない。実際にクラウド会計を導入している小規

模な農業経営法人はどのような経緯でクラウド会

計を導入したのであろうか。またクラウド会計に

対して何をメリットやデメリットとして考えてい

るのであろうか。本章では、農業法人の個別具体

的な事例を調査してその問いを明らかとしたい。

　本章においては農業経営を株式会社形態で行っ

ている小規模法人におけるクラウド会計の採用事

例を紹介する。第 2節では、本章の対象とした

農業経営法人におけるクラウド会計活用事例　岩手県遠野で 
農業を介したまちおこしに奮闘する BEER EXPERIENCE 株式会社

菅　原　　　智

 企画論文 

（出所） 農林水産省「2020年農林業センサス結果の概要
（令和 2年 2月 1日現在）」（https://www.maff.go.jp/j/

tokei/kekka_gaiyou/noucen/2020/index.html）より転載

図表 1-1　法人化している農業経営体数

（出所） 中川拓馬（2016）「農業経営の法人化の推進につ
い て 」（https://www.jfc.go.jp/n/adviser/council/pdf/
handout-03.pdf）より転載

（出所） 農林水産省「2020年農林業センサス結果の概要
（令和 2年 2月 1日現在）」（https://www.maff.go.jp/j/

tokei/kekka_gaiyou/noucen/2020/index.html）より転載

図表 1-2　青色申告を行っている農業経営体数（全国）
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EER EXPERIENCE株式会社の沿革を示す。第 3
節では、当該企業がクラウド会計を導入した経緯

や目的を概観する。第 4節では、経営者が考える
クラウド会計導入のメリット及びデメリットにつ

いて検討していく。第 5節では本章の総括を行う。

BEER EXPERIENCE 株式会社の沿革
　BEER EXPERIENCE 株式会社（以下、BE）は、
代表取締役社長の吉田敦史氏と妻で取締役の吉田

美保子氏によって 2018年に創業された。社長の
吉田氏は、手に職を持ちたいという学生時代から

の夢を実現するため、勤めていた東京の広告代理

店を辞め、2008年に妻の実家である岩手県遠野
市に移住し、農業を始めた。それまでの広告代理

店での業務は他企業のサポートといった仕事が多

く、生産から販売までを一気通貫できる農業に憧

れていたという。当初はキュウリやトマトなど普

通の野菜を生産していたが、結局、農作物がどこ

の誰にどのように生産されたかを消費者が知るこ

とは難しいということに気づき、「自分の顔」が

見える特別な野菜を生産したいという思いに至っ

たという。そこで始めたのがスペイン原産のパド

ロンという野菜の栽培であった（図表 1‒3）。ビー
ルにピッタリなおつまみになるパドロンは、ビー

ルの里を目指す遠野で栽培する野菜としてはこれ

以上にない作物であった。そこで「遠野パドロン・

ブランディング・プロジェクト」を立ち上げ栽培

を始めた。ちょうどスペイン・バルという業態が
2012年ぐらいから世の中で流行り始め、その潮
流にうまく乗ってパドロン栽培の事業が拡大して

いった。また、このような成果を周りが認め始め、

ホップ農家が減少しているという現状を憂いてい

た市から、吉田氏の元にホップも栽培してほしい

という要望があった。そこでビールとの相性の良

いパドロン栽培にもプラスになると考え、2015年
よりホップの栽培も開始した（図表 1‒4）。
　2018年には、BEが株式会社化するに際して、
キリン株式会社と農林中央金庫から出資を受け

た。これは日本産ホップ有数の産地である遠野市

が掲げる「ビールの里構想」の実現に向けたまち

（出所） 遠野パドロン物語（https://padron-japan.beerexperience.jp/72/）より転載

図表 1-3　パドロン

（出所） BEER EXPERIENCE株式会社 HP（https://www.beerexperience.jp/outline.html#privacy）より転載

図表 1-4　ホップ
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づくりを加速するため、官民一体の遠野市のまち

づくり活動の一環として、かつ、日本共通の社会

課題「地域創生」を実現するビジネスのモデルケー

スとなることを目的として行われた。図表 1‒5は
BEのビジネスモデルを示している。
　なお BEの会社概要としては、設立日は 2018年
2月 19日、代表取締役は吉田敦史氏、2022年 3
月現在の資本金は 9,000万円である。構成は、役
員が 2名、資本出資している大手ビール会社から
の出向で役員となっている 1名、正規従業員は 4
名、残り 20名がパドロンの栽培ハウスやホップ
の栽培に関わっているパートやアルバイトの方々

となっている。
（出所） キリンホールディングスの HP（https://www.

kirinholdings.com/jp/newsroom/release/2018/0806_01.
html）より転載

図表 1-5　BEER�EXPERIENCE 株式会社のビジネスモデル

（出所） マネーフォワードの HP（https://biz.moneyforward.com/feature/）より転載

図表 1-6　マネーフォワードの製品特徴
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クラウド会計導入の沿革
　BEでは、創業当初は農業経理に特化した会計
ソフトであるソリマチ株式会社の「農業簿記」を

導入していた（https://www.sorimachi.co.jp/products/
farmer/boki/）。当時は、会社の従業員は吉田氏と
妻の美保子氏の 2人であったので、CD-ROMを介
してパソコン本体のハードディスクにインストー

ルするソフトウエア「農業簿記」であっても、そ

れほど問題はなかったようである。しかし、吉田

氏が資材購入などで遠方出張などに出かけた合間

にも、経理業務を効率的に処理したいという思い

から、遠隔でもデータベースにアクセスし経理処

理ができるクラウド会計の導入に切り替えたと

いう。現在はマネーフォワードのクラウド会計シ

ステムを導入している（https://biz.moneyforward.
com）。BEでは、マネーフォワードのクラウド・
システムに関して、基本的な会計システムに加え、

経費精算、給与計算、勤怠管理について契約し、

ひと月あたり 3万円前後支払っている（2022年 1
月現在）。

　クラウド会計の利用方法としては、BEでは銀
行口座とクラウド会計ソフトの連携を設定してお

り、定期的に取引が自動的に取り込まれ仕訳が実

行され記録されていく。その後、経理担当の従業

員がそのデータを確認し、一部修正を加えて仕訳

登録を行っている。また、会社の役員と経理担当

者など特定の関係者に対しては、詳細な経理デー

タ等へのアクセス権限を与える設定をクラウド会

計ソフトで行っている。更にこれらの会計情報は、

クラウド会計ソフトを介して、顧問税理士にも共

有されている。最後に、社長が経営判断を行うた

め、月々の売り上げを抽出してグラフとして示す

などの機能も頻繁に利用しているようである。

クラウド会計導入の長所・短所

1）クラウド会計の長所
　BE社長である吉田氏がクラウド会計ソフトを
評価している点は、遠隔においてもデータベース

にアクセスできオフィスの PC以外からも外出先
から会計データを入力できる点と、登録した銀行

口座に同期し自動仕訳を実践してくれる点である

と述べていた。両機能はこれまでのスタンド・ア

ローン・タイプの伝統的な会計ソフトでは享受で

きない機能である。また、創業当初に利用してい

た「農業簿記」というアプリケーションと比較し

て、会計システムの閲覧やアクセス操作制限を行

う際にも、マネーフォワードのクラウド会計ソフ

トの方が容易に実施できるということも吉田氏は

述べていた。BEにおいてクラウド会計のアクセ
ス権限により会社の数字の詳細を見ることができ

るのは、役員 2名、出資している他社からの出向
役員 1名、及び経理担当の正規従業員 1名の 4名
となっている。

　更に吉田氏は、クラウド会計ソフトの方が既存

のインストール式アプリケーションよりも利用し

易いと考える理由の 1つに、データ入力や操作画
面が容易なインターフェイスがあると分析してい

た。逆に以前使っていたいわゆる伝統的なスタン

ド・アローン・タイプの会計ソフトは、入力や操

作に関してやや無骨な印象を持っていた。この容

易な操作というクラウド会計の特徴から、吉田氏

は、経理業務はある程度やり方を理解できれば誰

でも担当できるという考えを持つようになったと

いう。実際に、2018年からは経理を専門に担当す
る従業員を雇用して関連業務を担当してもらって

いるが、この従業員は当初は簿記や会計の学習経

験なども全くない人材であったが、4年目には全
く問題なく経理業務を遂行できるようになったと

いう。

2）クラウド会計の短所
　クラウド会計を利用することに関して、一般的

に、経理コストが安くなると考えられている。し

かし会計システムに紐付けできる様々なシステム

が存在し、それらのシステムのサービスを受ける

には、追加の契約と支払いが求められる。使うと

便利なその他のバックオフィス・システム（例え

ば経費精算、給与計算、勤怠管理など）が数多く

リリースされていて、基本となる会計システムと

一気通貫で連動している。クラウド会計ソフトで

は初期の導入コストは安く設定されているが、こ

れらのサービスを追加でサブスクライブすると、

結局、毎月の支払いが高くなる。また顧問税理士
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などの専門家の中には、ある特定のパッケージソ

フトを会社が採用していないと顧問契約を交わし

たくないと言われたこともあるようで、クラウド

会計を採用していると顧問契約できなかったり、

どうしても顧問契約したいのであれば会社で利用

している会計ソフトを交換しなければいけない状

況も出てくるという。

　更にクラウド会計では特定の人物に権限を与え

て財務諸表作成のためのデータにアクセスできる

権限を与えるというメリットはあるが、この機能

によって誤って重要なデータを消去したり機密情

報の漏洩や操作の余地があるということが短所と

して指摘できるという。特に、元従業員やアルバ

イトさんなどでも、会社と仲違いした時に、その

権限を悪用して何かされるのではないかという不

安を感じることがあるため、現在は全社的には財

務資料を公表することは行っていない。

3）クラウド会計と経理業務に対する展望
　BEの吉田氏は、クラウド会計を採用した現在
のシステムに関連して、いくつかの懸念事項と修

正できる点を指摘していた。第 1に、クラウド会
計を採用したことで顧問税理士に依頼する業務内

容に変化が起こることを指摘していた。クラウド

会計を採用し、財務諸表作成や確定申告をある程

度自分たちでできるようになると、顧問税理士の

役割の意義について考えるようになったと吉田氏

は述べていた。クラウド会計採用後は、顧問税理

士に救われたと感じる時というのは、補助金や助

成金を使った後に税金還付があるなど、日常業務

に関連ない情報提供が多く、月次の会計数値を見

る中で的確なコンサルティングサービスを得てい

るか否かという点については懐疑的になってきた

という。というのも、クラウド会計ソフトを適切

に操作していれば計算書は作成できるし、新しい

取引の仕訳方法などわからない場合でも税務署に

連絡すれば教えてくれるしインターネットで調べ

ればたくさんの情報が載っているので、会社に対

する顧問税理士の役割について真剣に考えるよう

になってきたと述べていた。

　さらに吉田氏は、クラウド会計だからこそでき

る機能を十分に活用できていないという印象も有

していた。月々の売上を抽出しグラフや図表化し

て表示する機能はよく活用するが、これはクラ

ウドベースではない会計ソフトでも実行可能であ

る。クラウド会計ならではの機能の効果的な利用

方法についてはあまり理解できていないと述べて

いた。

総括
　BEの事例は、以下のようなクラウド会計ソフ
ト採用からのインプリケーションを提供してい

る。

　第 1に、クラウド会計ソフトの機能的な特徴に
より、会社に関わる顧問税理士に会社が求める役

割が変化しつつあるという点である。伝統的な会

計ソフトと比べてクラウド会計ソフトだけにみら

れる特徴として、自動仕訳機能や入力・操作しや

すいインターフェイスなどが挙げられるが、これ

らの経理支援機能によって零細企業であっても財

務諸表を自分たちで作成できるという経理の自立

が達成されやすくなる。これまでは記帳代行など

が顧問税理士の主な業務の 1つであったが、仕訳
は自動処理・記帳され、簿記を学んだバックグラ

ウンドがなくとも操作方法に慣れてしまえば簡単

に財務諸表を作れるようになるので、会社は顧問

税理士に対して、より経営的判断や意思決定に関

わるサービスを求めるようになる。実際に BEの
吉田氏は、初めての取引などの仕訳方法などは顧

問税理士に聞かずとも、税務署に電話して教えて

もらったり、インターネットで調べることで対応

ができると述べていた。これは言い換えれば、会

社が顧問契約している専門家には顧問料にふさわ

しい付加価値業務を会社側からが要求されるとい

うことを意味している。BEにおいても顧問税理
士には、クラウド会計ソフトでデータベースにア

クセスする権限が与えられており、これは日頃の

財務データから考えられるアドバイスを指南して

ほしいという要望に繋がる。クラウド会計で会社

が恒常的に会計専門家と連動しておりタイムリー

で適切なアドバイスを受けられるというのは、ク

ラウド会計採用の大きな長所の 1つであると考え
られる。逆にスタンド・アローン・タイプの会計

ソフトでは、物理的に会計専門家が会社を訪問し、
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現場で数値や帳票を確認することから始めるの

で、肝心のコンサルやアドバイスする時間があま

り取れないという状況に陥ることが想像できる。

クラウド会計はそのような欠点を解消し、会社が

求める最善策を専門家が提案する付加価値業務に

注力することができる環境を整えることができ

る。このような理想的な環境整備のためには、会

社と会計専門家が問題点を共有し、それぞれの業

務内容や力点を変えていかないといけないであろ

う。

　第 2に、経理担当者の適性についてである。BE
では現在、経理担当の正社員が 1人いるが、この
方は、入社時には経理や簿記の経験が全くなかっ

た。しかし、社長の吉田氏は自らの創業時からの

経験から、クラウド会計ソフトの経理支援機能が

優れていることに気づき、知識のない人でもこれ

を使えば操作方法やルールを覚えてしまえば、計

算表は比較的簡単に作成できるという印象を有し

ていた。さらにこの経理担当者も、簿記の初学者

向けの入門書を読んだり仕訳の入力方法などを吉

田氏から教えてもらいながら学んだという。結果

として、とりあえず取引データを入力すれば、あ

とはパソコンが集計して計算書を作成するので、

ある程度、誰でもできるという印象を有してい

た。これは、上述したクラウド会計ソフトのイン

ターフェイスの長所であって、会計の初学者や無

経験者であっても、借方や貸方などの専門的知識

やルールを意識せずに取引を入力できる。ただし、

この操作を行って計算書を作成できる能力と、完

成した計算書の数値が何を意味するのかを理解し

企業の課題や判断を導き出せる能力は異なる。複

式簿記形態の仕訳処理を知らずとも取引をコン

ピューターに入力できるのは、いわゆる伝統的な

会計パッケージ・ソフトウエアにおいても可能で

あるため、これはクラウド会計ソフトに固有の特

徴とは言えない。クラウド会計ソフトに固有の特

徴とは、その先にある判断や意思決定を向上させ、

企業に更なる付加価値を提供する機能である。例

えば、クラウド機能を介して従業員に広く会社の

会計数値を公表し、彼らのモチベーションを向上

させより積極的な経営参画を図るとか、現場の担

当者がクラウドで公表された会計数値と肌で感じ

る現状を勘案して市場や販売動向をフィードバッ

クするなど、クラウド会計ソフトをより発展的・

応用的に活用できてこそ、その導入価値が生み出

されると考えられる。このような活用方法は、企

業の規模や経営目標などによって実行可能性は異

なるが、零細企業の経営基盤を強固にするという

会計の役割を鑑みれば、経営者がクラウド会計を

よりイノベーティブに社内で応用する方法を考案

して実践することが望まれる。
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